




















（１）　K. Stern, Das Staatsrecht der Bundesrepublik Deutschland, Bd.1, 2. Aufl. 1984, 
S.409; E. Schmidt ―Aßmann / H. C. Röhl, in : E. Schmidt―Aßmann / F. Schoch 
（Hrsg.）, Besonderes Verwaltungsrecht, 14. Aufl. 2008, 1. Kap, Rn. 9.
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3 ― 4 頁。
（３）　E. Schmidt―Aßmann / H. C. Röhl, （Fn. 1 ）, Rn. 24；もっとも「同じように扱わ
れている」に過ぎないのであって、一部の学説を除いて、市民の主観的権利とゲマ
インデの「主観的な」法的地位は理論的には厳格に区別されているといってよい
（W. Löwer, in: I. v. Münch / P. Kunig （Hrsg.）, Grundgesetz―Kommentar, Bd. 1, 6. 
Aufl. 2012, Art. 28, Rn. 43）。
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デの自治行政については基本法93条 1 項 4 b 号による
（６）
…」と述べるに至っ
















（４）　K. Stern, in: R. Dolzer / K. Vogel （Hrsg.）, Bonner Kommentar zum Grundgesetz, 
1964, Art. 28, Rn. 175.
（５）　H. Scholtissek, Verfassungsprobleme zur Eingemeindung, DVBl. 1968, S.827.
（６）　K.Stern, Das Staatsrecht der Bundesrepublik Deutschland, Bd. 3 /1, 1988, S. 
874―875.
（７）　H. Bethge, in: T. Maunz / B. Schmidt―Bleibtreu / F. Klein / H. Bethge （Hrsg.） 
Bundesverfassungsgerichtsgesetz Kommentar, 2007, §91, Rn. 15 ；ベトゲ （Bethge）
自身はこのような理解は採らない。








法・成立過程を検討する。具体的には、第 1 に、KVerfB 導入の動機、第
2 に、制定過程における KVerfB と「主観的な」法的地位との関係、第
3 に、制定過程における KVerfB の規範構造、を明らかにすることを試
みる。
3 ．地方自治体憲法異議の制定過程の概観と本稿の構成
　KVerfB は、当初は基本法上の制度ではなく、1951年 3 月12日に成立し
た連邦憲法裁判所法の91条として制度化された。しかし、個人の基本権侵













（８）　H. Bethge, （Fn. 7 ）, §91, Rn. 1.
（９）　H. Maurer, Staatsrecht I, 6. Aufl. 2010, §20, Rn. 139; 我が国において、この議
論状況を概観したものとして、斎藤孝「自治体の憲法異議」畑尻剛＝工藤達朗編
『ドイツの憲法裁判〔第二版〕』（中央大学出版部・2013）364―365頁がある。
（10）　K. Stern, in: R. Dolzer / K. Vogel （Hrsg.）, Bonner Kommentar zum 
Grundgesetz, 1982, Art. 93, Rn. 403.
（11）　Plenum, 7. Sitzung vom 23. 8. 1948, in: P. Bucher, Der Verfassungskonvent auf 
Herrenchiemsee, in: Deutscher Bundestag / Bundesarchiv （Hrsg.）, Der 




























（13）　114. Sitzung vom 25. 1. 1951, BT―Sten. Ber., Bd. 6, S. 4295.
（14）　連合組織については、木佐茂男「ドイツの自治体連合組織」同『国際比較の中
の地方自治と法』（日本評論社・2015）194頁以下参照。
（15）　A. Arndt, Das Bundesverfassungsgericht, DVBl. 1951, S.299; W. Roemer, Das 
Gesetz über das Bundesverfassungsgericht, JZ 1951, S. 198; H. Müthling, Zur 
verfassungsrechtlichen Sicherung der Selbstverwaltung, DÖV 1951, S.33; H. Schäfer, 
Die Verfassungsbeschwerde der Gemeinden und Gemeindeverbände, DÖV 1951, 




















ならず州をも拘束し、同条 3 項によって各州の憲法的秩序が同条 1 項・ 2
項に適合することを連邦が保障することになっている。従って、その保障
S.572; W. Grafe, Die kommunale Selbstverwaltung und das Bundesverfassungsgericht, 
Der Städtetag 1951, S. 125; R. Schiffers, Grundlegung der Verfassungsgerichtsbarkeit, 
1984, S. XXXV ff..
（16）　成田頼明『西ドイツの地方制度改革』（良書普及会・1974）67―71頁。
（17）　ドイツ都市連合やドイツクライス会議といった他の連合組織も、陳情書を提出





範な内容の定式を提案していた（R. Schiffers, （Fn. 15）, S. 211）。その後、各州で
行政裁判制度が確立されたことにより、行政行為に対する救済は不要であるとの見





（19）　R. Schiffers, （Fn. 15）, S. 235.
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を担保するために、自治行政を巡る紛争の際には、最終審として、連邦憲
法裁判所の判断が必要であるが、（当時の）基本法93条 1 項 1 号～ 5 号が
定める連邦憲法裁判所における機関訴訟や連邦―州間争訟等の訴訟類型で





























（21）　R. Schiffers, （Fn. 15）, S. 209―211.
（22）　都市会議の見解をこのように理解するものとして、H. Müthling, （Fn. 15）, S. 
33.
（23）　R. Schiffers, （Fn. 15）, S. 210―211, 234.





























（24）　K. Vogelgesang / U. Lübking / I.―M. Ulbrich, Kommunale Selbstverwaltung, 3. 
Aufl. 2005, Rn. 2.
（25）　Rechtsausschuß （Ausschuß für Rechtswesen und Verfassungsrecht） des 































（26）　Vgl. BT―Drucks. Bd. 8, Nr. 1724.
（27）　H, Müthling, （Fn. 15）, S. 33―34.

























28条 2 項の制定過程の議論が「第 1 ラウンド」であるとすれば、そのよう
な連邦制の中で、連邦の憲法上で確立した自治行政権の保障をどのように
実現するのかという KVerfB の制定過程の議論は「第 2 ラウンド」とい
（28）　連邦内務省による KVerfB の提案について、内務省という性格上、中央集権
的な意図があったと指摘するものもある（Vgl. R. Schiffers, （Fn. 15）, S. XXXVI）
が、提案の定式が連邦の法規範に限定されている限りにおいて、そのような意図は
それほど強くないものといえるかもしれない。






























（30）　W. Sörgel, Konsensus und Interessen, 1969, S. 158.
（31）　BT―Drucks. Bd. 8, Nr. 1724.
（32）　114. Sitzung vom 25. 1. 1951, BT―Sten. Ber., Bd. 6, S. 4295.






























（33）　114. Sitzung vom 25. 1. 1951, BT―Sten. Ber., Bd. 6, S. 4296.





















見解の一致をみた。すなわち、第 1 に、90条 2 項が削除され、IVerfB の
条文から独立して、90a 条という新たな条項が設けられる。第 2 に、新設











（35）　114. Sitzung vom 25. 1. 1951, BT―Sten. Ber., Bd. 6, S. 4297―4298.
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（37）　114. Sitzung vom 25. 1. 1951, BT―Sten. Ber., Bd. 6, S. 4301.
（38）　116. Sitzung vom 1. 2. 1951, BT―Sten. Ber., Bd. 6, S. 4413―4414. 
（39）　116. Sitzung vom 1. 2. 1951, BT―Sten. Ber., Bd. 6, S. 4412, 4419; H. Bethge, 

























（Fn. 7 ） S. 3.





いるか否かについては連邦憲法裁判所は判断することはできない （116. Sitzung 
vom 1. 2. 1951, BT―Sten. Ber., Bd. 6, S. 4413―4414）。




































（42）　K. Stern, Das Staatsrecht der Bundesrepublik Deutschland, Bd. 2, 1980, S. 985.
（43）　E. Klein, in: E. Benda / E. Klein / O. Klein, Verfassungsprozessrecht, 3. Aufl. 
2012, Rn. 664; BVerfGE. 1, 208 （219）.
（44）　116. Sitzung vom 1. 2. 1951, BT―Sten. Ber., Bd. 6, S. 4413.
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142　　早法 93 巻 3 号（2018）
（ 5）　連邦参議院









る。第 2 に、基本法93条 2 項（現行の 3 項）の規定をゲマインデ等の自治
領域についてまで拡張することは出来ず、また、基本法28条と州法との













　連邦憲法裁判所法は、1951年 3 月12日法律として成立し、同年 4 月16日
に公布された。
　SPD 提案後の制定過程の議論においても、基本法28条 2 項は連邦とゲ
マインデとの直接的な法関係を認めたものか（連邦によるゲマインデに対す
（46）　W. Grafe, （Fn. 15）, S. 125.
（47）　49. Sitzung vom 9. 2. 1951, BR―Sten. Ber., S. 87―92（連邦参議院の速記録は、
同院のホームぺージ（http://www.bundesrat.de）に拠った）.
（48）　49. Sitzung vom 9. 2. 1951, BR―Sten. Ber., S. 90.






























（50）　H. Bethge, （Fn. 7 ）, §91, S. 3.
144　　早法 93 巻 3 号（2018）
　バイエルン州行政裁判所長官のコールマン（Kollmann）やラインラント
＝プファルツ州の司法省の官僚であるシェーファー（Schäfer）は、基本法


























（51）　O. Kollmann, Nochmals: Zur verfassungsrechtlichen Sicherung der 
Selbstverwaltung, DÖV 1951, S. 145―148；なお、州法に基づくゲマインデの自治行政
権が主観的権利として基本法19条 4 項の保護を受けることについては争いがあるこ
とが指摘されている（H. Müthling, Nochmals zur verfassungsrechtlichen Sicherung 
der Selbstverwaltung, DÖV 1951, S.170）。
（52）　H. Schäfer, （Fn. 15）, S. 572―574.



























（54）　W. Grafe, Nochmals: Die Verfassungsbeschwerde der Gemeinden und 
Gemeindeverbände, DÖV 1952, S. 74―76.
（55）　W. Grafe, （Fn. 15）, S. 125.
（56）　W. Weber, Selbstverwaltung und Demokratie in den Gemeinden nach der 
Gebietsreform, 1982, S. 71.


















に何ら支障はなく、また、基本法93条 2 （現行では 3 ）項により KVerfB
は根拠付けられるとした。













（58）　Gesetz zur Regelung der Rechtsverhältnisse der unter Artikel 131 des 
Grundgesetzes fallenden Personen vom 11. 5. 1951 （BGBl. I S. 307）.
（59）　BVerfGE 1, 167 （168―172）； 事案の具体的な内容と判旨については、成田頼明
「市町村の自治行政権の侵害に関する西ドイツ連邦憲法裁判所の一判決（ 1 ）、
（ 2 ）、（ 3 ）」 時 の 法 令311号（1959）39頁 以 下、313号（1959）38頁 以 下、314号
（1959）34頁以下；髙槗洋「地方自治権保障の法的性格と自治体の固有の作用領域」
栗城壽夫ほか編『ドイツの憲法判例（第 2 版）』（信山社・2003）447頁以下参照。

































（61）　BVerfGE 1, 167 （174）.
（62）　BVerfGE 1, 167 （174─175）.
（63）　G. Püttner, Kommunale Selbstverwaltung, in: J. Isensee / P. Kirchhof （Hrsg.）, 
Handbuch des Staatsrechts der Bundesrepublik Deutschland, Bd. Ⅵ , 3. Aufl. 
2008, §144, Rn. 20.
（64）　BVerfGE 1, 167 （173―174）.












　SPD 及び FDP（自由民主党）による1968年 3 月13日付けの第16次基本
















（65）　BT―Drucks. Bd. 119, Nr. V / 2677.
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　その後、草案審議の付託を受けた法務委員会及び内務委員会は、条文番







KVerfB を定める 4 b 号については何の変更も加えられていない。

























（68）　BT―Drucks. Bd. 125, Nr. V / 3506（neu）, S. 3.
（69）　BT―Drucks. Bd. 125, Nr. V / 3506（neu）, S. 1.
（70）　201. Sitzung vom 4. 12. 1968, BT―Sten. Ber., Bd. 68, S. 10817―10821; 一部にお
いて、憲法異議の基本法への導入に疑義が呈されたが、個別条文や文言の問題では
なく、抽象的かあるいは付随的な問題を挙げるにとどまった。
（71）　333. Sitzung vom 19. 12. 1968, BR―Sten. Ber., S. 319―320.



















邦 制 の 議 論 を 引 き 起 こ す こ と に な っ た。 こ の 議 論 は、 理 論 的 に は、
KVerfB が連邦とゲマインデとの直接的な法関係ないし「直接的な保障」
をもたらすものであるのかという問題に還元される。それを肯定する側は





（72）　A. Voßkuhle, in: H. v. Mangoldt / F. Klein / C. Starck （Hrsg.）, Kommentar 






























152　　早法 93 巻 3 号（2018）
［追記］　本研究は、JSPS 科研費 JP15K16924、JP15H03289の助成を受けた
ものである。
